
告 示

�������
�愛媛県告示第５３８号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、瀬戸内海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は

起業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２２年４月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２２年４月３０日から５月１３日まで
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�愛媛県告示第５３９号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第１項の規定に基づき、

�愛媛県告示第５３７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日

から４月間縦覧に供する。

平成２２年４月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

メディコ２１今治中央店・
ブックマーケット今治中
央店

今治市馬越町四丁目
甲３８番１ 外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

ダイワロイヤル株式
会社
代表取締役
越智 壯

ダイワロイヤル株式
会社
代表取締役
原田 健

平成２２年
４月１日

平成２２年
４月２０日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支

局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課
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国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量を実施する旨の通

知があった。

平成２２年４月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 基本測量（基盤地図情報整備業務）

２ 作業期間 平成２２年５月２８日から

平成２３年３月２５日まで

３ 作業地域 新居浜市

�������
�愛媛県告示第５４０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

今治市蒼社川土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２２年４月３０日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

就 任

退 任
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�愛媛県告示第５４１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

道前平野土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出があっ

た。

平成２２年４月３０日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

退 任

�������
�愛媛県告示第５４２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

西条市禎瑞上部土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２２年４月３０日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志
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�愛媛県告示第５４３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

丹原町土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２２年４月３０日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志
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�愛媛県告示第５４４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

今治市土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２２年４月３０日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志
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�愛媛県告示第５４５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定に

より、四国中央市三島土地改良区から次のとおり土地改良事業の工

事が完了した旨の届出があった。

平成２２年４月３０日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

�������
�愛媛県告示第５４６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定に

より、四国中央市土居町土地改良区から次のとおり土地改良事業の

工事が完了した旨の届出があった。

平成２２年４月３０日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

�愛媛県告示第５４７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年４月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 高 木 誠 三 今治市高橋甲７４８－３

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 正 岡 敏 朗 今治市高橋甲６８２番地１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 黒 河 稔 夫 西条市北条１３３２番地１

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（農
道） 上五良野地区 平成２１年１２月１４日

県単独補助土地改良事業（か
んがい排水） 東谷ポンプ地区 平成２２年３月１２日

県単独補助土地改良事業（か
んがい排水） 五良野ポンプ地区 平成２２年３月２５日

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（農
道） 大地地区 平成２２年３月１９日

県単独補助土地改良事業（か
んがい排水） 大地地区 平成２２年３月１９日

県単独補助土地改良事業（か
んがい排水） 中井手地区 平成２２年２月２６日

愛 媛 県 報平成２２年４月３０日 第２１６２号

３４１
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�愛媛県告示第５４９号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県宇和島保健所及

び宇和島市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２２年４月３０日

愛媛県宇和島保健所長 冨 田 直 明

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

株式会社 間組

東京都港区虎ノ門２丁目２番５号

代表取締役社長 小野 俊雄

２ 事業場の名称及び所在地

平成２１－２２年度 高光トンネル工事

愛媛県宇和島市高串地先

３ 特定施設に関する事項 ４ 汚水等の処理施設に関する事項

� 沈殿槽

�愛媛県告示第５４８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年４月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 壬生川丹原線
西条市丹原町北田野９３４番１から

同市丹原町北田野１１５２番２まで

旧 １０．５～２０．０ ０．４２３

新 １３．０～２２．０ ０．４２３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 壬生川丹原線
西条市丹原町北田野９３４番１から

同市丹原町北田野１１５２番２まで
平成２２年４月３０日

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後３０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

処 理 施 設 の 種 類 物理処理

処 理 施 設 の 型 式 沈殿槽

処 理 施 設 の 構 造 鋼板製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦３．６メートル 横１．８メートル
高さ１．８メートル

処 理 施 設 の 能 力 １時間当たり５立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 自然沈降

処理施設の使用時間間隔 連 続

る汚水等の

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５．０

最大 １０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２，５００

最大 ３，０００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５．０

最大 ７．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０７５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １８

最大 ２４

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号）別表第１第５５号 生コンクリー
ト製造業の用に供するバッチャープラン
ト

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり２５立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後３０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 断続使用

特定施設の１日当たりの使用
時間 ４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １０．０～１２．０

最大 １０．０～１２．０

愛 媛 県 報平成２２年４月３０日 第２１６２号

３４２
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� 濁水処理施設

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

�愛媛県告示第５５０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年４月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．５～８．５

最大 ６．５～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５．０

最大 １０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ２５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５．０

最大 ７．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０７５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３８．４

最大 ７２．４

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後３０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

処 理 施 設 の 種 類 物理処理＋化学処理

処 理 施 設 の 型 式 スギジェット式シックナー

処 理 施 設 の 構 造 鋼板製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１５メートル 横６．５メートル
高さ５．４メートル

処 理 施 設 の 能 力 １時間当たり３０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 凝集沈殿＋ｐＨ調整

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １０．０～１２．０

最大 １０．０～１２．０

通常 １０．０～１２．０

最大 １０．０～１２．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５．０

最大 １０．０

通常 ５．０

最大 １０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２，５００

最大 ３，０００

通常 ２５０

最大 ３００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５．０

最大 ７．０

通常 ５．０

最大 ７．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０７５

最大 １．０

通常 ０．０７５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １８

最大 ２４

通常 １８

最大 ２４

備考 処理後の汚水等は、特定施設の用水として再利用する。

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １０．０～１２．０

最大 １０．０～１２．０

通常 ６．５～８．５

最大 ６．５～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５．０

最大 １０．０

通常 ５．０

最大 １０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２，５００

最大 ３，０００

通常 ２０

最大 ２５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５．０

最大 ７．０

通常 ５．０

最大 ７．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０７５

最大 １．０

通常 ０．０７５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３８．４

最大 ７２．４

通常 ３８．４

最大 ７２．４

備考 処理後の汚水等は、用水として一部再利用する。

愛 媛 県 報平成２２年４月３０日 第２１６２号
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人事委員会規則
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�愛媛県告示第５５１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年４月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県人事委員会規則７－１０８９
職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２２年４月３０日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－４３）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第２８（第１０条関係）

医療職給料表�初任給基準表

別表第２８（第１０条関係）

医療職給料表�初任給基準表

省略 省略

備考 １・２ 省略

３ 准看護師の業務に３年以上従事したことにより保健

師助産師看護師法第２１条第４号の規定に該当した者で

保健師、助産師又は看護師となつたものに対するこの

表の適用については、学歴免許等欄の学歴免許等の区

分に対応する初任給欄の号給を、それぞれ「大学卒」

にあつては２級１５号給、「短大２卒」にあつては２級

９号給とする。

備考 １・２ 省略

３ 准看護師の業務に３年以上従事したことにより保健

師助産師看護師法第２１条第３号の規定に該当した者で

保健師、助産師又は看護師となつたものに対するこの

表の適用については、学歴免許等欄の学歴免許等の区

分に対応する初任給欄の号給を、それぞれ「大学卒」

にあつては２級１５号給、「短大２卒」にあつては２級

９号給とする。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則７－１０９０
期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２２年４月３０日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則

期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－２０４）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 後柿之浦線
宇和島市津島町成４７４番４から

同町成４７９番４まで
平成２２年４月３０日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 内子河辺野村線
大洲市河辺町横山２３１番３から

同市河辺町横山２２９番４まで
平成２２年４月３０日

愛 媛 県 報平成２２年４月３０日 第２１６２号
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改 正 後 改 正 前

（勤勉手当に係る勤務期間）

第１２条 省略

２ 前項の期間の算定については、次の各号に掲げる期間を除算す

る。

�～� 省略

� 負傷又は疾病（公務上の負傷若しくは疾病若しくは地方公務

員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）第２条第２項及び第３

項に規定する通勤による負傷若しくは疾病（外国派遣職員の派

遣先の業務上の負傷若しくは疾病又は同法第２条第２項及び第

３項に規定する通勤による負傷若しくは疾病を含む。）又は公

益的法人等派遣職員の派遣先団体（公益的法人等派遣条例第２

条第３項第１号に規定する派遣先団体をいう。）の業務上の負

傷若しくは疾病若しくは退職派遣者の在職する特定法人（公益

的法人等派遣条例第１０条に規定する特定法人をいう。）の業務

上の負傷若しくは疾病若しくはこれらの者の労働者災害補償保

険法（昭和２２年法律第５０号）第７条第２項に規定する通勤（当

該業務に係る就業の場所を地方公務員災害補償法第２条第２項

第１号及び第２号に規定する勤務場所とみなした場合に同項及

び同条第３項に規定する通勤に該当するものに限る。）による

負傷若しくは疾病を除く。）により勤務しなかつた期間から次

に掲げる事由によつて勤務しなかつた期間（以下「休日等」と

いう。）を除いた日が３０日を超える場合には、その勤務しなか

つた全期間。ただし、人事委員会の定める期間を除く。

ア 省略

イ 職員休暇条例第１０条の２第１項の規定により割り振られた

勤務時間の全部について同項に規定する超勤代休時間を指定

された日

ウ 省略

エ 省略

�～� 省略

（勤勉手当に係る勤務期間）

第１２条 省略

２ 前項の期間の算定については、次の各号に掲げる期間を除算す

る。

�～� 省略

� 負傷又は疾病（公務上の負傷若しくは疾病若しくは地方公務

員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）第２条第２項及び第３

項に規定する通勤による負傷若しくは疾病（外国派遣職員の派

遣先の業務上の負傷若しくは疾病又は同法第２条第２項及び第

３項に規定する通勤による負傷若しくは疾病を含む。）又は公

益的法人等派遣職員の派遣先団体（公益的法人等派遣条例第２

条第３項第１号に規定する派遣先団体をいう。）の業務上の負

傷若しくは疾病若しくは退職派遣者の在職する特定法人（公益

的法人等派遣条例第１０条に規定する特定法人をいう。）の業務

上の負傷若しくは疾病若しくはこれらの者の労働者災害補償保

険法（昭和２２年法律第５０号）第７条第２項に規定する通勤（当

該業務に係る就業の場所を地方公務員災害補償法第２条第２項

第１号及び第２号に規定する勤務場所とみなした場合に同項及

び同条第３項に規定する通勤に該当するものに限る。）による

負傷若しくは疾病を除く。）により勤務しなかつた期間から次

に掲げる事由によつて勤務しなかつた期間（以下「休日等」と

いう。）を除いた日が３０日を超える場合には、その勤務しなか

つた全期間。ただし、人事委員会の定める期間を除く。

ア 省略

イ 省略

ウ 省略

�～� 省略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則１３－１６２
管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２２年４月３０日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則

管理職員等の範囲を定める規則（愛媛県人事委員会規則１３－１６）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条、第３条関係） 別表（第２条、第３条関係）

機 関 職 機 関 職

議会事務局 局長 次長 課長 室長 課長補

佐 主幹 専門員（秘書事務を専

門事項とするものに限る。） 庶

務係長 秘書係長 主任（秘書係

に属するものに限る。） 主事

（秘書係に属するものに限る。）

議会事務局 局長 次長 課長 室長 課長補

佐 専門員 （秘書事務を専

門事項とするものに限る。） 庶

務係長 秘書係長 主任（秘書係

に属するものに限る。） 主事

（秘書係に属する者 に限る。）

愛 媛 県 報平成２２年４月３０日 第２１６２号
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人事委員会告示

選挙管理委員会告示

�愛媛県人事委員会告示第３号
平成２２年職種別民間給与実態調査を次のとおり実施するので、愛

媛県統計調査条例（平成２０年愛媛県条例第６８号）第３条第２項の規

定により告示する。

平成２２年４月３０日

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

１ 調査の目的

地方公務員の給与を民間の従業員の給与と比較検討するための

基礎資料の作成

２ 調査対象の範囲

県内の企業規模５０人以上かつ事業所規模５０人以上の事業所

３ 報告を求める事項

� 事業所に関すること。

� 給与制度に関すること。

� 従業員の給与に関すること。

� 採用に関すること。

� その他勤務条件に関すること。

４ 報告を求める事項の基準となる期日

平成２２年４月分の最終給与締切日

５ 報告を求める者

２に該当する事業所のうち無作為に抽出されたもの

６ 報告を求めるために用いる方法

実地調査

７ 報告を求める期間

平成２２年５月１日（土）から同年６月１８日（金）まで

知事

部局

省略 知事

部局

省略

出先

機関

地方

局

省略 出先

機関

地方

局

省略

支局 支局長 保健統括監 技幹 課長

室長 課長補佐 室長補佐 地域

政策班長 技術課長補佐 技術室

長補佐 医監

支局 支局長 保健統括監 技幹 課長

室長 課長補佐 室長補佐 地域

政策班長 技術課長補佐 技術室

長補佐

省略 省略

保健

所

所長 技幹 課長 室長 課長補

佐 技術課長補佐 医監

保健

所

所長 技幹 課長 室長 課長補

佐 技術課長補佐

省略 省略

省略 省略

歯科技術専

門学校

校長 教頭

省略 省略

省略 省略

監査事務局 局長 次長 主幹 監査事務局 局長 次長 監査主幹

省略 省略

備考 省略 備考 省略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県選挙管理委員会告示第１９号
個人演説会等を開催することができる施設として市町村選挙管理委員会が指定した施設（平成２２年１月愛媛県選挙管理委員会告示第７号）

の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

平成２２年４月３０日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

施設の名称 施設の所在地 定員（人） 施設の名称 施設の所在地 定員（人）

省略 省略

愛 媛 県 報平成２２年４月３０日 第２１６２号
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新居浜市商業振興センター 新居浜市泉池町１０番１号 ３００ 新居浜市瀬戸会館 新居浜市瀬戸町７番３０号 ６０

新居浜市立別子銅山記念図

書館

新居浜市北新町１０番１号 ３００

新居浜市地域交流センター 新居浜市庄内町一丁目１４

番７号

１００

新居浜市立女性総合センタ

ー

新居浜市庄内町四丁目４

番１９号

３００

新居浜市瀬戸会館 新居浜市瀬戸町７番３０号 ６０

新居浜市総合福祉センター 新居浜市高木町２番６０号 ３００

新居浜マリーナ 新居浜市垣生三丁目乙

３２４番地

１４０

省略 省略

平成２２年４月３０日 発行

愛 媛 県 報平成２２年４月３０日 第２１６２号

３４７


